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関係法令等一覧 

[法令等]  

・環境基本法(平成 5 年 11 月 19 日 法律第 91 号)  

・建築基準法（昭和 25 年 5 月 24 日 法律第 201 号）  

・建設業法（昭和 24 年 5 月 24 日 法律第 100 号）  

・消防法（昭和 23 年 7 月 24 日 法律第 186 号）  

・下水道法（昭和 33 年 4 月 24 日 法律第 79 号）  

・水道法（昭和 32 年 6 月 15 日 法律第 177 号）  

・大気汚染防止法（昭和 43 年 6 月 10 日 法律第 97 号）  

・水質汚濁防止法（昭和 45 年 12 月 25 日 法律第 138 号）  

・騒音規制法(昭和 43 年 6 月 10 日 法律第 98 号)  

・振動規制法(昭和 51 年 6 月 10 日 法律第 64 号)  

・悪臭防止法（昭和 46 年 6 月 1 日 法律第 91 号）  

・土壌汚染対策法（平成 14 年 5 月 29 日 法律第 53 号）  

・労働基準法（昭和 22 年 4 月 7 日 法律第 49 号）  

・労働安全衛生法(昭和 47 年 6 月 8 日 法律第 57 号）  

・労働安全衛生法事務所衛生基準規則（昭和 47 年 9 月 30 日 労働省令第 43 号）  

・作業環境測定法(昭和 50 年 5 月 1 日 法律第 28 号）  

・航空法（昭和 27 年 7 月 15 日 法律第 231 号）  

・電波法（昭和 25 年 5 月 2 日 法律第 131 号）  

・有線電気通信法（昭和 28 年 7 月 31 日 法律第 96 号）  

・電気事業法（昭和 39 年 7 月 11 日 法律第 170 号） 

・熱供給事業法（昭和 47 年 6 月 22 日法律第 88 号） 

・電気工事士法（昭和 35 年 8 月 1 日 法律第 139 号）  

・計量法（平成 4 年 5 月 20 日 法律第 51 号）  

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年 12 月 25 日 法律第 137 号）  

・循環型社会形成推進基本法（平成 24 年 6 月 27 日 法律第 47 号）  

・都市計画法（昭和 43 年 6 月 15 日 法律第 100 号）  

・ダイオキシン類対策特別措置法（平成 11 年 7 月 16 日 法律第 105 号）  

・毒物及び劇物取締法（昭和 25 年 12 月 28 日 法律第 303 号）  

・危険物の規制に関する政令（昭和 34 年 9 月 26 日 政令第 306 号） 

・河川法（昭和 39 年 7 月 10 日 法律第 167 号）  

・容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進に関する法律（平成 7 年 6 月 16 日 法律第 112 号） 

・道路法（昭和 27 年 6 月 10 日 法律第 180 号）  

・道路交通法（昭和 35 年 6 月 25 日 法律第 105 号） 

・工業用水法（昭和 31 年 6 月 11 日 法律第 146 号）  

・エネルギーの使用の合理化等に関する法律 （昭和 54 年 6 月 22 日 法律第 49 号）  

・建設工事に係る再資源化等に関する法律（平成 12 年 5 月 31 日 法律第 104 号） 

・資源の有効な利用の促進に関する法律（平成 3 年 4 月 26 日 法律第 48 号） 

・建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に関する判断の基準となるべき事項を定める省令（平

成 3 年 10 月 25 日 建設省令第 19 号） 

・建築物における衛生的環境の確保に関する法律 （昭和 45 年 4 月 14 日 法律第 20 号） 

・高圧ガス保安法（昭和 26 年 6 月 7 日法律第 204 号）  

・官公庁施設の建設等に関する法律（昭和 26 年 6 月 1 日 法律第 181 号）  

・建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12 年 5 月 31 日 法律第 104 号）  

・高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律 （平成 18 年 6 月 21 日 法律第 91 号） 
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・国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成 12 年 5 月 31 日 法律第 100 号） 

・健康増進法（平成 14 年 8 月 2 日 法律第 103 号） 

・愛知県環境基本条例（平成 7 年 3 月 22 日 条例第 1 号）  

・県民の生活環境の保全等に関する条例（平成 15 年 3 月 25 日 条例第 7 号）  

・廃棄物の適正な処理の促進に関する条例（平成 15 年 条例第 2 号）  

・愛知県環境影響評価条例 （平成 10 年 12 月 18 日 条例第 47 号）  

・名古屋市環境影響評価条例 （平成 10 年 12 月 22 日 条例第 40 号）  

・名古屋市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例 （平成 4 年 12 月 15 日 条例第 46 号）  

・名古屋市建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律施行細則（平成 14 年 5 月 29 日 規則第 85

号）  

・名古屋市情報あんしん条例（平成 16 年 3 月 31 日 条例第 41 号） 

・北名古屋市環境基本条例 （平成 21 年 3 月 27 日 条例第 1 号）  

・北名古屋市下水道条例 （平成 19 年 9 月 28 日 条例第 27 号）  

・北名古屋市廃棄物の処理及び清掃に関する条例 （平成 18 年 3 月 20 日 条例第 118 号）  

・その他関連する法令等  

  

[規格、指針、マニュアル等]  

・廃棄物処理施設整備計画（平成 25 年 5 月 31 日 閣議決定）  

・第三次循環型社会形成推進基本計画（平成 25 年 5 月）  

・ごみ処理施設整備の計画・設計要領 2006 改訂版（社団法人全国都市清掃会議）  

・廃棄物処理施設生活環境影響調査指針（平成 18 年 9 月 4 日 環廃対 060904002 号  環廃産

060904004 号） 

・ごみ処理に係るダイオキシン類の削減対策について（平成 9 年 01 月 28 日 衛環 21 号）  

・廃棄物焼却施設内作業におけるダイオキシン類ばく露防止対策について（平成 13 年 4 月 25 日 環

廃対 183 号）  

・事業活動に伴う温室効果ガスの排出抑制等及び日常生活における温室効果ガスの排出抑制への寄与

に係る事業者が講ずべき措置に関して、その適切かつ有効な実施を図るために必要な指針（平成 25

年 4 月 10 日 内閣府、総務省、法務省、外務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、

経済産業省、国土交通省、環境省、防衛省 告示第 1 号 ）  

・地球温暖化対策に寄与するための官庁施設の利用の手引き（平成 17 年 3 月 国土交通省）  

・廃棄物処理部門における温室効果ガス排出抑制等指針マニュアル（環境省 平成 24 年 3 月）  

・災害廃棄物対策指針（平成 26 年 3 月 環境省）  

・国土強靭化基本計画（平成 26 年 6 月 3 日 閣議決定）  

・建築工事安全施工技術指針（平成 22 年 5 月 31 日 国営整第 48 号）  

・官庁施設の総合耐震・対津波計画基準（平成 25 年 3 月 28 日）  

・官庁施設の基本的性能基準（平成 25 年 3 月 29 日 国営整第 197 号 国営設第 134 号）  

・国家機関の建築物及びその附帯施設の位置、規模及び構造に関する基準（平成 25 年 3 月 29 日国土

交通省告示第 309 号 ）  

・官庁施設の環境保全性基準（平成 26 年 3 月 20 日 国土交通省）  

・国土交通省住宅局建築指導課監修 2009 年改訂版  既存鉄骨鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断

基準・改修設計指針・同解説（日本建築防災協会）  

・2011 年改訂版  耐震改修促進法のための既存鉄骨造建築物の耐震診断および耐震改修指針・同解説

（日本建築防災協会）  

・建築設備耐震設計・施工指針 2014 年度版（一般財団法人日本建築センター 平成 26 年発行）  

・平成 25 年版建築設備計画基準  
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・平成 25 年版建築設備設計基準  

・建築構造設計基準（平成 25 年 5 月 24 日 国土交通省 国営整第 38 号）  

・建築構造設計基準の資料（平成 23 年 7 月 5 日 国土交通省 国営整第 69 号）  

・公共建築工事標準仕様書（建築工事編）（平成 26 年 4 月 1 日）  

・公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）（平成 25 年 3 月 12 日）  

・公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）（平成 25 年 5 月 8 日）  

・建築工事監理指針（平成 25 年度版 国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

・電気設備工事監理指針（平成 25 年版 国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

・機械設備工事監理指針（平成 25 年版 国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

・営繕工事写真撮影要領（平成 24 年版 国土交通省大臣官房官庁営繕部）  

・電気通信設備工事共通仕様書（平成 25 年 3 月 国土交通省）  

・平成 25 年度土木工事共通仕様書（国土交通省）  

・平成 25 年度土木工事特記仕様書（中部地方整備局）  

・日本工業規格 （JIS）  

・日本電気規格調査会標準規格（JEC）   

・日本電気工業会標準規格 （JEM）   

・日本電線工業会標準規格 （JCS）   

・公共建設工事における分別解体等・再資源化等及び再生資源活用工事実施要領（営繕）（平成 18 年

3 月 31 日国営計第 238 号 ）  

・平成２２年度版建設廃棄物処理指針（環境省 平成 23 年 3 月 30 日 環廃産第 110329004 号）  

・建築工事における建設副産物管理マニュアル（平成 18 年 3 月 31 日）  

・クレーン等安全規則（昭和 47 年 9 月 30 日 労働省令第 34 号）  

・クレーン構造規格（平成 7 年 12 月 26 日 労働省告示第 134 号）  

・電気機械器具防爆構造規格（昭和 44 年 4 月 1 日 労働省告示第 16 号）  

・ボイラ構造規格（平成元年 9 月 30 日 労働省告示第 65 号）  

・ボイラ及び圧力容器安全規則（昭和 47 年 9 月 30 日 労働省令第 33 号）  

・圧力容器構造規格（平成元年 9 月 30 日 労働省告示第 66 号）  

・内線規程（JEAC8001-2011）  

・電気供給約款  

・ガス供給約款  

・一般高圧ガス保安規則（昭和 41 年 5 月 25 日 通商産業省令第 53 号）  

・特定化学物質等障害予防規則（昭和 47 年 9 月 30 日労働省令第 39 号）  

・電気設備に関する技術基準  

・電気工作物の溶接に関する技術基準（平成 9 年 3 月 27 日通商産業省令第 52 号）  

・低周波音問題対応の手引書（平成 16 年 6 月 環境省）  

・光害対策ガイドライン（平成 18 年 12 月改定版 環境省）  

・地下空間における浸水対策ガイドライン 同解説（本編）  同解説（技術資料） （国土交通省）  

・高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計標準（平成 24 年 7 月 31 日 国土交通省）  

・官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準（平成 18 年 3 月 31 日 国営整第 157 号、国営設第

163 号）  

・火力発電所の耐震設計規定（JEAC3605-2009）  

・電力品質確保に係る系統連系技術要件ガイドライン（平成 16 年 10 月 1 日 資源エネルギー庁）  

・高圧又は特別高圧で受電する需要家の高調波抑制対策ガイドライン（平成 6 年 資源エネルギー庁） 

・高調波抑制対策技術指針（JEAG9702-2013）  

・下水道施設の耐震対策指針と解説 2014（図書番号 537 公益社団法人日本下水道協会） 
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・あいち建設リサイクル指針（平成 14 年 3 月）  

・愛知県建設副産物リサイクルガイドライン実施要綱(平成 13 年 4 月 1 日)  

・愛知県建築物環境配慮指針（平成 21 年 3 月 27 日 愛知県告示第 227 号） 

・愛知県土壌汚染等対策指針（平成 26 年 10 月 28 日 愛知県告示第 526 号） 

・愛知県環境物品等の調達の推進を図るための基本方針（平成 27 年 4 月 1 日） 

・平成 27 年度愛知県環境物品等調達方針 

・名古屋市福祉都市環境整備指針（平成 15 年 2 月）  

・低炭素都市なごや戦略実行計画（平成 23 年 12 月 名古屋市）  

・名古屋市建築物耐震改修促進計画（平成 20 年 3 月）平成 26 年 8 月改定  

・耐震診断基本方針（名古屋市住宅都市局 平成 20 年 11 月）  

・耐震診断業務の手引き（名古屋市住宅都市局 平成 20 年 11 月）  

・名古屋市地域防災計画  

・名古屋市建築物環境配慮指針（平成 23 年 3 月 4 日 名古屋市告示第 1 3 9 号）  

・公共建築物の環境配慮整備指針（平成 12 年 名古屋市） 

・北名古屋市地域防災計画 

・名古屋市グリーン購入推進指針（平成 13 年 7 月 1 日） 

・その他関連する規格、指針、マニュアル等 
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凡  例 

事業実施区域 

行政区域界 

土地利用の状況  

Ｎ

１：４０，０００ 

0 400m 1km 2km 

出典：「数値地図 5000（土地利用） 中部圏 2003 年」（平成 19年 12月 国土地理院） 

事業予定地周辺図
添付資料２

出典：北名古屋ごみ焼却工場建設事業に係る環境影響評価書（平成26年3月）北名古屋市
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添付資料３
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(2/2)
添付資料３
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市道F1022号線

15－215－3

防災無線電源供給用中部電力電柱

北名古屋市防災無線柱

約900

約1,250

約3,300

約1,900

防災無線電源供給用中部電力電柱

北名古屋市防災無線柱

添付資料４
北名古屋市防災無線柱及び中部電力柱残置図

残置物

-
 
8
 
-



旧民間工場跡地

市民グラウンド

焼却施設

粗大ごみ
処理施設

添付資料５

事業予定地概況図（地下埋設物等残置状況）

河川保全区域界

河川区域界

18,000
⑦

⑥⑤

③

④

②

①

仮囲い

基礎杭等残置範囲

地下埋設物等残置状況詳細

　① 添付資料５－１

　② 添付資料５－２

　③ 添付資料５－３，５－６

　④ 添付資料５－４

　⑤ 添付資料５－５，５－６

　⑥ 添付資料５－７，５－８

　⑦ 添付資料５－９，５－１０

-
 
9
 
-



添付資料５－１

旧民間工場跡地①残置物　事務所杭伏図

残置物（基礎杭）

杭径300 L=8000
　2本/ヶ所　10ヶ所　20本
　1本/ヶ所　 6ヶ所　 6本
　合計　　　　　　　26本

ベースモルタル  500角　16ヶ所

アンカーボルト 8-φ22　16ヶ所　128本

-
 
1
0
 
-
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旧民間工場跡地②残置物　バチャープラント杭伏図

残置物（基礎杭）

-
 
1
1
 
-



添付資料５－３

河川保全区域③残置物

残置物（基礎杭）

杭長　Ｌ＝9.0m　杭径φ400

Ｆ１Ｆ１

Ｆ１Ｆ１

Ｆ２

Ｆ２Ｆ２

-
 
1
2
 
-
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河川保全区域④残置物

残置物（基礎杭）

-
 
1
3
 
-
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河川保全区域⑤残置物

残置物（基礎杭）

杭径φ400

Ｆ３ Ｆ３

Ｆ３

Ｆ３

Ｆ２

Ｆ２

-
 
1
4
 
-



添付資料５－６

河川保全区域③⑤残置物形状

残置物（基礎杭）

Ｆ３Ｆ２Ｆ１

-
 
1
5
 
-
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河川保全区域⑥残置物

残置物（基礎杭）

Ｆ２Ｆ２

Ｆ２ Ｆ３

杭長　Ｌ＝8.0m　杭径φ400

Ｆ３ Ｆ３-
 
1
6
 
-
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河川保全区域⑥残置物形状

残置物（基礎杭）

Ｆ２

Ｆ３

-
 
1
7
 
-
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河川保全区域⑦残置物

残置物（基礎杭）

-
 
1
8
 
-



河
川
区
域
界

添付資料５－１０

河川保全区域⑦状況図

Ａ

Ａ 断面

解体撤去範囲

残置物（基礎杭）

-
 
1
9
 
-



土壌汚染が認められた場所　

３

２

Ｆ ＤＥ Ｃ

１

⑧

⑦

⑥

⑤

④

添付資料６

土壌調査結果（砒素及びその化合物）
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① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

0.05 <0.005 <0.005 0.009 0.016 0.18 0.026 0.009 0.032

0.5 <0.005 0.021 0.01 0.031 0.028 0.011 <0.005 0.024

1 0.007 0.012 0.061 0.019 0.016 0.023 <0.005 0.015

1.2 0.017

1.5 0.005

1.75 0.006

2 0.018 0.008 0.006 0.024 <0.005 <0.005

2.15 0.008

2.55 0.013

3 0.018 0.006 <0.005 0.008 <0.005

4 0.007 0.013 0.005 0.074 <0.005

5 <0.005 <0.005 0.01 0.037 <0.005

6 0.006 <0.005 <0.005 0.041 0.005

7 0.006 0.007 <0.005 0.009 <0.005

8 0.008 0.011 0.009 0.012 <0.005

9 <0.005 0.006 <0.005 <0.005 <0.005

10 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005

注１） 　表中の太字は基準値の超過を表す。

注２）

注３）

　指定基準とは、土壌汚染対策法第２条に基づき政令により定められている特定
有害物質によって、汚染されている区域を指定するための基準である。

　表中の黄色範囲は美化センター等解体撤去工事での掘削除去予定範囲を表す。

指定基準：0.01mg/L以下

深度(m) 区　　画

添付資料６

土壌調査結果（砒素及びその化合物）及び掘削除去範囲
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 1

平成２４年７月２日 

住宅都市局 
 

住宅都市局市設建築物（営繕物件）の屋内空気中化学物質濃度測定実施要領 
 
１．趣旨 

住宅都市局が発注する市設建築物（学校、住宅を除く。）の工事について、屋内空気汚染対策

として、屋内空気中化学物質濃度測定をする場合の、測定項目、測定場所、測定方法等を定め

たものである。 
 
２．測定対象化学物質及び濃度指針値 
 

測定対象化学物質 厚生労働省の指針値（２５℃の場合） 
ホルムアルデヒド ０．０８ppm （  １００μg／ｍ3） 
トルエン ０．０７ppm （  ２６０μg／ｍ3） 
キシレン ０．２０ppm （  ８７０μg／ｍ3） 
エチルベンゼン ０．８８ppm （３，８００μg／ｍ3） 
スチレン ０．０５ppm （  ２２０μg／ｍ3） 

 
３．対象工事 
  住宅都市局発注の市設建築物（小・中・高等学校、養護学校、幼稚園、公営住宅を除く）に

おける新築・増築・改築・改修工事。 
 
４．測定対象室 
  原則として全ての居室及び常時換気をしない書庫・倉庫等とする。ただし、使用した材料、

室の形状、換気設備等の仕様が類似しており、同様の測定結果となることが予想される複数の

室については、その内１室以上を測定する。 
また、同じ用途で同じ仕様の室が１０室以上ある場合は、１０室毎に１室とする。 

  なお、改修工事においては、測定対象室のうち、内装改修等を行った室について測定を行う。 
 
５．測定箇所数 
  測定箇所数は、次による。また、全ての測定箇所において、ホルムアルデヒド、トルエン、

キシレン、エチルベンゼン及びスチレンの濃度を同時に測定する。 
 

室の床面積 A（㎡） A≦50 50＜A≦200 200＜A≦500 500＜A 
測定箇所数 １ ２ ３ ４ 

 
６．測定方法 
（１）測定時期 
  工事が完了したことを監督員が確認し、関連工事（設備工事を含む）が終了した時点で、家

具等の備品が搬入される前に行う。 
また、塗装工事後は換気を励行し、採取から結果判定までの日数を考慮し、引き渡し日まで

余裕を見込むよう努めること。 
  次の①及び②を確認して、測定対象化学物質全てを同時に測定する。 

① 内装又は塗装等の施工が終了していること。 
② 中央式空気調和設備のように換気を行いながら空気調和を行う設備がある場合は、設備

の試運転が終了していること。 
 
（２）測定方法 
  パッシブ型採取機器を用いて（別紙「ホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、エチルベン

ゼン及びスチレン用パッシブ型採取機器（サンプラー）一覧表」参照）、次の要領で行う。 
  ①３０分換気 

添付資料７ 
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 2

   測定対象室のすべての窓及び扉（作り付け家具、押入れ等の収納部分の扉を含む。）を開放

し、３０分間換気する。 
  ②５時間閉鎖 
   換気後、測定対象室のすべての窓及び扉を５時間閉鎖する。ただし、作り付け家具、押入

れ等の収納部分の扉は開放したままとする。 
  ③測定 
   ②の状態のままで採取し、測定対象室の中央付近の床から 1.2～1.5ｍの位置で、採取時間

は、原則２４時間とする。ただし工程の都合により、２４時間測定が行えない場合は、８時

間測定とする。 
   なお、８時間測定の場合は、午後２時～３時が測定時間帯の中央となるよう、１０時３０

分～１８時３０分までの時間帯で測定する。 
 

注：①②③において、換気設備又は空気調和設備は稼動させたままとする。ただし、局所的

な換気扇等で常時稼動させないものは停止させたままとする。 
 
（３）分析 
  ホルムアルデヒドは、「高速液体クロマトグラフ法」、揮発性有機化合物は、「ガスクロマトグ

ラフ」又は「ガスクロマトグラフィー－質量分析法」によって行う。 
   分析は、公的機関又は計量法（平成４年法律第５１号）第 107 条に定める計量証明事業登

録者で実施する。（別紙「ホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、エチルベンゼン及びスチ

レン用パッシブ型採取機器（サンプラー）一覧表」参照） 
 
７．報告内容 
  測定後、次の内容で報告書を作成し、保管する。 
  ・建築物概要 
  ・測定場所概要（床面積、測定位置、仕上材データ） 
  ・資料採取日の気温・湿度の測定記録 
  ・検査結果（分析機関の検査票等） 
  ・写真 等 
 
８．測定結果が厚生労働省の指針値を超えた場合の措置 
  測定結果が厚生労働省の指針値を超えていた場合は、発散源を特定し、換気等の措置を講じ、

指針値以下となるように濃度の低下に努め、再度測定する。 
 
９．施設引渡し時における報告 
  引渡し時に施設管理者等に対し、屋内空気中化学物質濃度の測定結果を報告すること。 
 
１０．適用 
 １ この要領は、平成１５年５月１日起案のものより適用するものとする。 
   《参考》別紙として、国土交通省の通知（国営建第２号、国営設第２号）を添付する。 
 ２ この要領は、平成２４年７月２日以降に起案を行う工事より適用するものとする。 
 
（附則） 
 １ 平成１６年５月２０日一部変更（削除）。 
 ２ 平成２４年７月２日 アセトアルデヒド削除。 
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2.75M×15本

（41.25M）

GL

既設井戸図

添付資料１３

昭和60年 1月29日 現在

1.井戸深さ　　89m
　S47年　　　100m

2.自然水位　　19m

3.ストレーナ位置(S47年書類より)
　MS多板スクリーン
　　　　　　61.5m～72.5m

4.ポンプ深さ
　　　27.5m×15本(41.25m)

昭和60年 2月 4日 設置

1.水中ポンプ
　エハラBHS型水中モーターポンプ
　65mm 5段 5.5kW

2.揚水管
　65mm×2.75m×15本(41.25m)
　フランジタイプ(ボルトSUS)

(1/2)
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添付資料１３

仕切弁
逆止弁

(2/2)

備考：本図面は参考図であり、民間事業者は自らの裁量において設計を行うことができる。
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(1/4)
添付資料１４
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(2/4)
添付資料１４添付資料１４
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No.3 

 

出典：「西春日井郡東部衛生組合環境美化センター新築工事調査報告書」（昭和 47年 3月） 

地質等調査結果 
(3/4)

添付資料１４添付資料１４
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No.4 

 

出典：「西春日井郡東部衛生組合環境美化センター新築工事調査報告書」（昭和 47年 3月） 

地質等調査結果 (4/4)

添付資料１４添付資料１４
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県道名古屋外環状線　

県道名古屋中環状線　

搬出入車用出入口

添付資料１５

　凡　例

　　　　　：建設予定地

　　　　　：入口

　　　　　：出口
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添付資料１６ 

 

既設工場発火事案件数（H27 年 2 月末現在） 

 

過去 10 年間における焼却工場の出火場所別年間平均出火件数 

出火場所 
10 年間平均件数 

（H17 年度~H26 年度） 

ピット内 約 5 件 

 

 

過去 10 年間における破砕工場の出火場所別年間平均出火件数 

発災場所 
10 年間平均件数 

（H17 年度~H26 年度） 

ピット内 約 11 件 

破砕・選別設備内 約 1.5 件 

合計 約 12 件 
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プラントデータ通信システム接続イメージ図

添付資料１７

本庁執務用パソコ

・ ・ ・

情報化推進課

ファイアウォール

Internet

事務用プリンタ等

本庁

庁内LAN

北名古屋 場（仮称）北名古屋工場（仮称）

セキュリティ

ゲートウェイ

プラントデータ

閲覧サーバ

Webアプリケーショ

ン等導入

プラントデータ

管理サーバ

プラント電子計算機

その他プラント機器

プラント側データ通信等機器側

プラント内部用

ゲートウェイ

プラント制御用

インターフェース

（民間事業者専用）

プラント制御用

インターフェース

（市と兼用）

ITV監視映像

（リアルタイム映像）

-
 
3
7
 
-



計量管理システム接続イメージ図

北名古屋工場（仮称）と本庁総合サーバ間の計量管理システム接続イメージ及び関連機器設置例

添付資料１８

INS回線

トラックスケール

（及び重量表示機）

北名古屋工場（仮称）

事務用パソコン

（帳票・データ閲覧）

事務用ﾌﾟﾘﾝﾀ

本庁（名古屋市計量管理システ

計量用ﾌﾟﾘﾝﾀ

総合サーバ

カードR/W

計量サーバ

情報推進課

ファイアウォール

計量管理サーバ

ﾎﾟｽﾄ盤

計量管理パソコン

発券用

パソコン

スキャナ

事務用パソコン

（帳票・データ閲覧）

民間事業者所掌範囲

ごみ等計量管理装置

ごみ等計量器

R/W：Reader/Writer
INS：Infomation Network System

セキュリティ

ゲートウェイ

・ ・ ・

計量管理パソコン

ﾎﾟｽﾄ盤

-
 
3
8
 
-


